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　Ⅰ 決算規模

１　決　算　規　模

区　　　　分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 増 減 率

歳　　 入　　 総　　 額
  Ａ

歳　　 出 　　総 　　額
  Ｂ

歳 入 歳 出 差 引 (形式収支)

（Ａ－Ｂ）   Ｃ
翌年度に繰り越すべき財源

 Ｄ
実　　 質　 　収　 　支

 （Ｃ－Ｄ）   Ｅ
単　  年　  度　  収　  支

(Ｅ－前年度Ｅ)    Ｆ
積　　　   立　  　 　金

Ｇ
繰　  上  　償　  還　  金

Ｈ
積   立   金   取   崩   額

Ｉ
実　質　単　年　度　収　支

（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）   Ｊ

令和４年度　日向市普通会計決算（見込）の概要　

　　　　歳　入　　　３４０億５，４５４万５千円　　（前年度比 △４．７％）

　　　　歳　出　　　３３１億６，１３９万５千円　　（前年度比 △４．７％）

　Ⅱ 実質収支は、 　　　　　 ７億３，２５０万４千円　の黒字、

      単年度収支は　　　　　　 　１，７６２万８千円、

　　　実質単年度収支は、 　△１億８，１４１万３千円　となった。

　Ⅲ 財政指標

　　　  経常収支比率は、前年度より１．１ポイント上昇しており、健全化判断比率の
　　　４指標については、いずれも早期健全化基準以下となっている。

　　　　経常収支比率　　　８８．９％（前年度　８７．８％）　 １．１ポイント増

　　　　公債費負担比率　　１６．５％（前年度　１６．７％）　 ０．２ポイント減

　　（健全化判断比率）

　　　　実質赤字比率　　　　　－　  （黒字のため指標なし）

　　　　連結実質赤字比率　　　－　  （黒字のため指標なし）

　　　　実質公債費比率　　１１．０％（前年度　１０．７％）　 ０．３ポイント増

　　　　将来負担比率　　　３０．４％（前年度　４０．８％） １０．４ポイント減

（単位：千円、％）

34,054,545 35,739,605 △ 1,685,060 △ 4.7

33,161,395 34,794,758 △ 1,633,363 △ 4.7

893,150 944,847 △ 51,697 △ 5.5

160,646 229,971 △ 69,325 △ 30.1

732,504 714,876 17,628 2.5

17,628 87,745 △ 70,117

959 911 48 5.3

0 0 0 ― 

200,000 100,000 100,000 100.0

△ 181,413 △ 11,344 △ 170,069
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（１）歳 入       　　    　     

決 算 額 構成比 増 減 額 増減率 決 算 額 構成比

8,614,846 25.3 382,547 4.6 8,232,299 23.0

319,132 0.9 14,770 4.9 304,362 0.9

1,723,772 5.1 40,702 2.4 1,683,070 4.7

1,551,264 4.6 48,495 3.2 1,502,769 4.2

64,540 0.2 △ 62,396 △ 49.2 126,936 0.4

7,203,877 21.2 10,433 0.1 7,193,444 20.1

11,334 0.0 △ 2,322 △ 17.0 13,656 0.0

7,337,029 21.5 △ 1,022,400 △ 12.2 8,359,429 23.4

3,296,391 9.7 △ 334,136 △ 9.2 3,630,527 10.2

752,179 2.2 394,207 110.1 357,972 1.0

1,453,373 4.3 △ 1,002,849 △ 40.8 2,456,222 6.9

3,278,072 9.6 △ 103,616 △ 3.1 3,381,688 9.4

825,658 2.4 168,007 25.5 657,651 1.8

34,054,545 100.0 △ 1,685,060 △ 4.7 35,739,605 100.0

17,926,167 52.6 386,056 2.2 17,540,111 49.1

（２）歳 出（性質別）

決 算 額 構成比 増 減 額 増減率 決 算 額 構成比

17,778,334 53.6 △ 798,913 △ 4.3 18,577,247 53.4

5,146,320 15.5 113,837 2.3 5,032,483 14.5

9,015,906 27.2 △ 913,357 △ 9.2 9,929,263 28.5

3,616,108 10.9 607 0.0 3,615,501 10.4

3,591,272 10.9 121,726 3.5 3,469,546 10.0

3,270,540 9.9 △ 149,906 △ 4.4 3,420,446 9.9

2,367,920 7.1 △ 109,157 △ 4.4 2,477,077 7.1

700,608 2.1 △ 135,554 △ 16.2 836,162 2.4

320,732 1.0 271,632 553.2 49,100 0.1

11,791,789 35.5 △ 956,176 △ 7.5 12,747,965 36.6

4,500,420 13.6 633,258 16.4 3,867,162 11.1

3,033,987 9.1 △ 881,111 △ 22.5 3,915,098 11.2

1,062,400 3.2 △ 719,959 △ 40.4 1,782,359 5.1

2,563,201 7.7 △ 15,000 △ 0.6 2,578,201 7.4

631,781 1.9 26,636 4.4 605,145 1.8

33,161,395 100.0 △ 1,633,363 △ 4.7 34,794,758 100.0

２　歳入歳出内訳

（単位：千円、％）

令和 ４ 年度 令和 ３ 年度

地方税（市税）

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 金

うち地方消費税交付金

地方特例交付金等

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

地方債（市債）

そ の 他

うち ふるさと寄附金

歳 入 合 計

うち 一般財源

　法人税割の増に伴う地方税の増（3億8,254万7千円）をはじめ、森林環境譲与税やふるさと日向市応
援寄附金を原資とした基金の活用による繰入金の増（3億9,420万7千円）があったものの、子育て世帯
等臨時特別支援事業や営業時間短縮要請に伴う協力金に係る国・県支出金の減（△13億5,653万6千
円）、細島小学校改築事業の終了や臨時財政対策債の減に伴う市債の大幅な減（△10億284万9千円）の
影響等により、全体では16億8,506万円の減となった。

（単位：千円、％）

令和 ４ 年度 令和 ３ 年度

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

普通建設事業費

うち補助事業費

うち単独事業費

災害復旧事業費

その他の行政経費

物 件 費

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金

そ の 他

歳 出 合 計

　義務的経費については、会計年度任用職員の増や職員の退職者数の増による人件費の増（1億1,383万
7千円）があったものの、子育て世帯への臨時特別給付金の減に伴う扶助費の大幅な減（△9億1,335万7
千円）等から、7億9,891万3千円（4.3％）の減となった。
　投資的経費については、細島小学校改築事業の終了に伴う減（△7億6,092万3千円）があったもの
の、合板・製材生産性強化対策事業補助金の増（6億3,804万5千円）や台風第14号に伴う災害復旧事業
費の増（2億7,163万2千円）等により、1億2,172万6千円（3.5％）の増となった。
　また、その他の行政経費では、物価高騰対策として実施したガソリン等購入助成券発行事業の増（1
億6,497万2千円）に伴う物件費の増（6億3,325万8千円）等に対し、営業時間短縮要請に伴う協力金の
減（△12億4,610万円）やお倉ヶ浜総合公園野球場の整備に対する寄附金の積立金の減（△5億円）等に
より、9億5,617万6千円（7.5％）の減となった。
　この結果、歳出全体では、16億3,336万3千円（4.7％）の減となった。

区　　分

区　　分
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

(％) 95.8 94.8 94.5 87.8 88.9

1.9 △ 1.0 △ 0.3 △ 6.7 1.1

(％) 17.4 17.4 16.9 16.7 16.5

△ 0.9 0.0 △ 0.5 △ 0.2 △ 0.2

(千円) 34,830,652 35,189,112 34,067,309 33,052,606 31,012,242 

増 減 率 (％) △ 2.5 1.0 △ 3.2 △ 3.0 △ 6.2

23,961,962 24,468,242 23,539,327 22,537,929 21,221,279

増 減 率 (％) △ 3.7 2.1 △ 3.8 △ 4.3 △ 5.8

(4) ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

11.1 10.8 10.6 10.7 11.0

△ 0.3 △ 0.3 △ 0.2 0.1 0.3

82.6 71.8 59.4 40.8 30.4

0.4 △ 10.8 △ 12.4 △ 18.6 △ 10.4

うち人件費 うち扶助費 うち公債費 うち物件費 うち補助費等

26.2 13.4 19.8 14.0 5.5

25.0 14.1 19.2 13.9 5.2

1.2 △ 0.7 0.6 0.1 0.3

増減額 令和４年度 17,452,973 増減額
△ 162,468 令和３年度 17,858,466 △ 405,493

（増減内訳）

増減率(％) 歳入費目 増減額(千円) 増減率(％)

2.3 地方 税 ( 市税 ) 382,547 4.6

△ 7.3 地 方 譲 与 税 14,770 4.9

0.8 地方消費税交付金 48,495 3.2

△ 1.4 地方特例交付金等 △ 62,396 △ 49.2

2.7 普 通 交 付 税 △ 112,576 △ 1.7

△ 6.0 臨時財政対策債 △ 665,249 △ 71.3

7.6 そ の 他 △ 11,084 △ 4.9

△ 1.0 計 △ 405,493 △ 2.3

３　財政指標等

項　　　　目

(1) 経 常 収 支 比 率

 　  増　減

(2)公債費負担比率

 　  増　減

(3) 地 方 債 現 在 高

臨時財政対策債を除く

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

　増 減

将 来 負 担 比 率

　増 減

（１）経常収支比率

　財政構造の弾力性を表す経常収支比率は88.9％となり、前年度から1.1ポイント上昇した。
　これは、分子となる「経常経費充当一般財源」が1.0％(1億6,246万8千円）の減となったもの
の、分母となる「経常一般財源等」も2.3％(4億549万3千円)の減となったことによるものであ
る。
　「経常経費充当一般財源」が減少した主な要因としては、児童手当給付事業等の事業費の減に
伴い、扶助費が減となったこと等によるものであり、「経常一般財源等」が減となった主な要因
は、地方税は増となったものの、普通交付税や臨時財政対策債が減となったことによるものであ
る。

（内訳） （単位：％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

項　目 経常収支比率

令和４年度 88.9

令和３年度 87.8

増 減 1.1

○ 経常経費充当一般財源[比率の分子]（単位：千円） ○ 経常一般財源等[比率の分母]（単位：千円）

令和４年度 15,509,626

令和３年度 15,672,094

（増減内訳）

歳出費目 増減額(千円)

人 件 費 101,481

扶 助 費 △ 183,789

公 債 費 27,175

物 件 費 △ 34,356

補 助 費 等 24,999

繰 出 金 △ 105,512

そ の 他 7,534

計 △ 162,468

健
全
化
判
断
比
率
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  （参考）本市の基準値　　　　　　

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

12.68 17.68 25.0 350.0

20.00 30.00 35.0

　― 　― 11.0 30.4

　― 　― 10.7 40.8

　― 　― 0.3 △ 10.4

（２）公債費負担比率

　公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合を示す公債費負担比率は、前年度と
比較して0.2ポイント減の16.5％となった。
　これは、分子となる「公債費に充当した一般財源」が、0.2％(556万3千円)増加したものの、
分母となる「歳出総額等に充当した一般財源等」も、1.4％(2億9,258万7千円)増加したことによ
るものである。

（３）地方債現在高

　「第2次日向市行財政改革大綱［R3(2021)～R6(2024)］」に基づく「市債残高の圧縮」の取組
により、令和４年度末の地方債現在高は、310億1,224万2千円となり、前年度末と比較し20億
4,036万4千円(6.2％)の減となった。
　また、臨時財政対策債を除いた前年度末現在高との比較についても、13億1,665万円(5.8％)の
減となっている。

（４）健全化判断比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」に基づき、平成19年度決算よ
り、健全化判断比率（４指標）を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表している。
４指標のうち、いずれか一つでも基準値を超えると、「財政健全化団体」「財政再生団体」とな
る。

　●実質赤字比率

　一般会計等（普通会計）の実質赤字等の標準財政規模に対する比率。本市は黒字であるた
め、比率なし。

　●連結実質赤字比率

　全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率。本市は全会計黒字のため、比率なし。

　●実質公債費比率

　一般会計等が負担する実質的な公債費の標準財政規模等に対する比率で、３ヶ年の平均値で
算出され、前年度と比較して0.3ポイント上昇し、11.0％となった。
　これは、分子となる地方債元利償還金等は微増であったものの、分母となる普通交付税や臨
時財政対策債発行可能額が減となったこと等によるものである。

　●将来負担比率

　企業会計・第三セクター等を含めた一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規
模等に対する比率で、前年度と比較して 10.4ポイント改善し、30.4％となった。
　これは、普通交付税や臨時財政対策債発行可能額の減に伴い、分母となる「標準財政規模か
ら交付税算入公債費等の額を差し引いた額」が減となったことに加え、地方債現在高の圧縮や
基金現在高の増により、分子となる「将来負担額」も大幅な減となったことによるものであ
る。

（単位：％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

項　　　目

早期健全化基準

財政再生基準

令和４年度実績値

令和３年度実績値

増　減
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（１）業務量

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

(Ａ)－(Ｂ)
増減率(%)

１．給水人口（人） 53,965 54,438 △ 473 △ 0.9

２．給水戸数（戸） 23,529 23,484 45 0.2

３．年間総配水量（ｍ３） 7,755,605 7,899,685 △ 144,080 △ 1.8

４．年間総有収水量（ｍ３） 6,812,524 6,939,084 △ 126,560 △ 1.8

５．有収率（％） 87.84 87.84 △　0.00 -

（２）収益的収入及び支出（税抜） （単位：円、％）

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

 収益的収入 1,102,994,637 1,105,525,277 △ 2,530,640 △ 0.2

１．営業収益 860,568,504 1,035,615,158 △ 175,046,654 △ 16.9

２．営業外収益 242,426,133 69,627,973 172,798,160 248.2

３．特別利益 0 282,146 △ 282,146 皆減

 収益的支出 931,303,658 991,780,042 △ 60,476,384 △ 6.1

１．営業費用 870,270,615 942,627,743 △ 72,357,128 △ 7.7

２．営業外費用 60,295,433 48,575,209 11,720,224 24.1

３．特別損失 737,610 577,090 160,520 27.8

（その他未処分利益剰余金変動額　113,745,235円）

（３）資本的収入及び支出（税込） （単位：円、％）

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

資本的収入 288,918,338 283,587,187 5,331,151 1.9

１．企業債 250,000,000 250,000,000 0 0.0

２．他会計出資金 4,549,277 8,425,121 △ 3,875,844 △ 46.0

３．工事負担金 34,369,061 25,162,066 9,206,995 36.6

４．国庫補助金 0 0 0 -

５．他会計補助金 0 0 0 -

６．固定資産売却代 0 0 0 -

資本的支出 642,943,151 886,690,523 △ 243,747,372 △ 27.5

１．建設改良費 403,584,370 578,860,394 △ 175,276,024 △ 30.3

２．企業債償還金 239,358,781 307,830,129 △ 68,471,348 △ 22.2

令和４年度日向市水道事業会計決算

　令和４年度の純利益は、171,690,979円です。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 354,024,813円は、損益勘定留保資金等で補てんしています。
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（１）業務量

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

(Ａ)－(Ｂ)
増減率(%)

１．給水人口（人） 2,570 2,630 △ 60 △ 2.3

２．給水戸数（戸） 1,110 1,124 △ 14 △ 1.2

３．年間総配水量（ｍ３） 434,483 449,715 △ 15,232 △ 3.4

４．年間総有収水量（ｍ３） 374,090 387,385 △ 13,295 △ 3.4

５．有収率（％） 86.10 86.14 △ 0.04 -

（２）収益的収入及び支出（税抜） （単位：円、％）

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

 収益的収入 105,822,927 107,094,054 △ 1,271,127 △ 1.2

１．営業収益 45,593,620 56,795,940 △ 11,202,320 △ 19.7

２．営業外収益 60,229,307 50,059,944 10,169,363 20.3

３．特別利益 0 238,170 △ 238,170 皆減

 収益的支出 103,329,871 104,952,410 △ 1,622,539 △ 1.6

１．営業費用 97,802,468 98,973,285 △ 1,170,817 △ 1.2

２．営業外費用 5,476,083 5,120,894 355,189 6.9

３．特別損失 51,320 858,231 △ 806,911 △ 94.0

（その他未処分利益剰余金変動額　2,141,644円）

（３）資本的収入及び支出（税込） （単位：円、％）

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

資本的収入 34,605,000 126,425,459 △ 91,820,459 △ 72.6

１．企業債 14,800,000 43,200,000 △ 28,400,000 △ 65.7

２．他会計出資金 19,805,000 17,285,000 2,520,000 14.6

３．工事負担金 0 65,786,000 △ 65,786,000 皆減

４．国庫補助金 0 0 0 -

５．固定資産売却代 0 154,459 △ 154,459 皆減

資本的支出 58,112,151 146,532,658 △ 88,420,507 △ 60.3

１．建設改良費 19,383,320 111,830,120 △ 92,446,800 △ 82.7

２．企業債償還金 38,728,831 34,702,538 4,026,293 11.6

令和４年度日向市簡易水道事業会計決算

　令和４年度の純利益は、2,493,056円です。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 23,507,151円は、損益勘定留保資金等で補てんしています。
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（１）業務量

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

(Ａ)－(Ｂ)
増減率(%)

１．行政区域内人口（人） 59,028 59,598 △ 570 △ 1.0

２．処理区域内人口（人） 34,786 34,984 △ 198 △ 0.6

３．普及率（％） 58.9 58.7 0.2 0.3

４．水洗化人口（人） 32,373 32,499 △ 126 △ 0.4

５．水洗化率（％） 93.1 92.9 0.2 0.2

６．年間処理水量（ｍ
３
） 3,759,302 3,924,069 △ 164,767 △ 4.2

７．１日平均処理水量（ｍ
３
） 10,299 10,751 △ 452 △ 4.2

８．年間有収水量（ｍ
３
） 3,584,291 3,616,582 △ 32,291 △ 0.9

（２）収益的収入及び支出（税抜） （単位：円、％）

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

 収益的収入 1,365,059,167 1,320,290,251 44,768,916 3.4

１．営業収益 514,278,818 518,667,765 △ 4,388,947 △ 0.8

２．営業外収益 850,780,349 801,622,486 49,157,863 6.1

３．特別利益 0 0 0 -

 収益的支出 1,137,290,475 1,101,103,296 36,187,179 3.3

１．営業費用 1,046,777,573 993,865,583 52,911,990 5.3

２．営業外費用 90,305,909 106,873,725 △ 16,567,816 △ 15.5

３．特別損失 206,993 363,988 △ 156,995 △ 43.1

（３）資本的収入及び支出（税込） （単位：円、％）

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

資本的収入 819,849,351 682,489,060 137,360,291 20.1

１．企業債 460,300,000 415,000,000 45,300,000 10.9

２．国庫補助金 237,332,000 161,856,000 75,476,000 46.6

３．他会計補助金 0 0 0 -

４．負担金 35,006,351 15,856,060 19,150,291 120.8

５．出資金 87,211,000 89,777,000 △ 2,566,000 △ 2.9

６．その他資本的収入 0 0 0 -

資本的支出 1,428,220,751 1,292,272,920 135,947,831 10.5

１．建設改良費 550,715,898 384,857,870 165,858,028 43.1

２．企業債償還金 877,503,777 907,413,968 △ 29,910,191 △ 3.3

３．投資その他の資産 1,076 1,082 △ 6 △ 0.6

令和４年度日向市下水道事業会計決算

　令和４年度の純利益は、227,768,692円です。

（その他未処分利益剰余金変動額　184,757,327円）

資本的収入額が資本的支出額に不足する額608,371,400円は損益勘定留保資金等で補てんしています。
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（１）業務量

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

(Ａ)－(Ｂ)
増減率(%)

１．行政区域内人口（人） 59,028 59,598 △ 570 △ 1.0

２．処理区域内人口（人） 2,466 2,497 △ 31 △ 1.2

３．普及率（％） 4.2 4.2 0.0 0.0

４．水洗化人口（人） 2,145 2,166 △ 21 △ 1.0

５．水洗化率（％） 87.0 86.7 0.3 0.3

６．年間処理水量（ｍ
３
） 241,200 261,578 △ 20,378 △ 7.8

７．１日平均処理水量（ｍ
３
） 661 717 △ 56 △ 7.8

８．年間有収水量（ｍ
３
） 266,038 269,606 △ 3,568 △ 1.3

（２）収益的収入及び支出（税抜） （単位：円、％）

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

 収益的収入 224,566,442 259,519,359 △ 34,952,917 △ 13.5

１．営業収益 32,152,100 32,459,350 △ 307,250 △ 0.9

２．営業外収益 192,414,342 227,060,009 △ 34,645,667 △ 15.3

３．特別利益 0 0 0 -

 収益的支出 165,482,555 177,787,815 △ 12,305,260 △ 6.9

１．営業費用 149,470,342 159,632,856 △ 10,162,514 △ 6.4

２．営業外費用 15,986,513 18,145,759 △ 2,159,246 △ 11.9

３．特別損失 25,700 9,200 16,500 179.3

（３）資本的収入及び支出（税込） （単位：円、％）

区　　　分 令和４年度(Ａ) 令和３年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

資本的収入 29,359,800 40,878,725 △ 11,518,925 △ 28.2

１．企業債 24,100,000 26,200,000 △ 2,100,000 △ 8.0

２．国庫補助金 4,488,000 12,361,000 △ 7,873,000 △ 63.7

３．県補助金 771,800 2,317,725 △ 1,545,925 △ 66.7

４．負担金 0 0 0 -

５．出資金 0 0 0 -

６．その他資本的収入 0 0 0 -

資本的支出 98,841,306 111,808,110 △ 12,966,804 △ 11.6

１．建設改良費 10,447,800 24,889,700 △ 14,441,900 △ 58.0

２．企業債償還金 88,393,506 86,918,410 1,475,096 1.7

３．投資その他の資産 0 0 0 -

令和４年度日向市農業集落排水事業会計決算

　令和４年度の純利益は、59,083,887円です。

（その他未処分利益剰余金変動額　24,164,126円）

資本的収入額が資本的支出額に不足する額69,481,506円は損益勘定留保資金等で補てんしています。
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